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１ 教職員の働き方改革について 

 

① 働き方改革の目的 （資料３「日向市教職員働き方改革プラン」参照） 

 

○ 働き方改革の目的 

働き方改革を推進することによって、教職員が健全な状態で教育活動に取り組むことができるように

するとともに、児童・生徒一人一人としっかり向き合った質の高い教育を実現する。      

○ 働き方改革の基本方針 

 ◇ 教職員の事務作業量軽減            ◇ 教職員の働き方に対する意識改革 

 ◇ 教職員の働き方を支援する環境整備   ◇ 学校・家庭・地域の連携・協働体制づくり 

○ 働き方改革の達成目標 

 

     

 

 

 

 

 

② 本市の現状と課題 

 

令和４年度に実施した教員勤務実態調査速報値において、教師の在校時間の状況は、前回(H28）調

査と比較しますと、一定程度改善されたことが明らかとなりましたが、この間、教育環境整備を進めてきた

にもかかわらず、依然として長時間勤務の職員は多い実態にあります。加えて、大量退職・大量採用に

より若手教師が増加する中、採用数の拡大により既卒受験者の多くが正規教員として採用されている状

況にあります。このため、産・育休の増加等による臨時講師の需要増加に対して臨時講師のなり手が減

少したこと等により、全国的に教師不足が指摘されておりますが、本市も例外ではありません。 

また、本市におきましては、ＩＣＴ化の推進など新たな負担に加え、生徒指導に関する問題やコロナ禍

以降増加している不登校（または不登校傾向）支援、近年、増加が著しい特別な配慮(支援）を要する児

童生徒への対応など、多様化する課題に追われている状況で、 教職員の負担は増えていく一方となっ

ています。 

 

 

③ 日向市における時間外業務時間の実態 

 

出退勤時間の管理において、令和元～４年度時間外業務時間（４～７月の時間外業務時間平均値） 

の実態を見ますと、「日向市働き方改革プラン(別添資料４）」の取組開始と同時にコロナ禍の影響を受け

た状況となっており、比較は難しい状況にありますが、１００時間以上の時間外対象者は、令和元年度と

比較しますと減少傾向となっています。 

しかし、その一方で１００時間未満の区分においては、増加傾向にありますことから、今後も引き続き、 

改善に向けた取組を推進していく必要があります。 

また、管理職につきましては、令和４年度の時間外業務時間は、「校長」が月平均約４４時間、「副校

長・教頭」が約７６時間で、令和元年度（「校長」５４時間、「副校長・教頭」８６時間）と比較しますと、校長

が１０時間、副校長・教頭が１１時間、時間外業務時間が減少しており、働き方改革の効果が現れていま

す。しかしながら、依然、教頭の時間外業務は高い状況にあり、引き続き改善が必要な状況にあります。 

 

 

 

教職員の月当りの時間外業務時間   ４５時間 未満 

教職員の年間合計時間外業務時間 ３６０時間 未満 

 （当面、月当たりの時間外業務時間８０時間以内を目指す） 
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④ 国の働き方改革の取組「教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施策提言） 

 

こうした状況を踏まえ国では、今年８月に「教師を取り巻く環境整備について緊急的に取り組むべき施 

策/提言(令和５年８月２８日中央教育審議会質の高い教師の確保特別部会)」(別添資料４）を示し、「学

校・教師が担う業務に係る３分類(別添資料５）」の取組などを、これまで以上に徹底するよう通知をしたと

ころであります。 

本市におきましても、教職員は日々の業務に追われている状況にありますので、本来の教育活動に

専念できる環境整備と、児童生徒に十分な力を付けさせることができる教育の実現に向けて、３分類の

取組をはじめ、更なる教職員の働き方改革の推進が必要となっています。 

 

項          目 本市実施状況 

○ 学校・教師が担う業務の適正化の一層の推進 

「学校・教師が担う業務に係る３分類」を徹底するための取組 

・国、都道府県、市町村、各学校の主体ごとに、具体的な対応策の好事例を横展開 

※→の後ろは、「３分類」に係る本市の取組状況を示しており、（ ）の中は、県内自治体

実施率、全国自治体実施率を示している。 

 

 

以下参照 

基本的には、学校以外が担うべ

き業務 

学校業務だが必ずしも教

師が担う必要のない業務 

教師の業務だが、負担軽減が

可能な業務 

 

①登下校に関する対応 

･地方公共団体・教委・保護者・ｽｸｰ 

 ﾙｶﾞｰﾄﾞ・地域人材等が対応 

→ 実施済 （70.4%/61.0%） 

 

②放課後から夜間の見回り、児童

生徒が補導された時の対応 

･地方公共団体・教委・保護者・地 

域人材等が対応 

→ 一部実施 （33.3%/25.8%） 

 

③学校徴収金の徴収･管理 

・教職員が関与しない方法又は地 

方公共団体や教委で徴収・管理 

※給食費の公会計化実施(R5) 

→ 一部実施  (55.6%/36.5%) 

 

④地域ボランティアとの連絡調整 

・地域学校協働活動推進員等の学 

校以外の主体が中心的に行うよ 

う、地方公共団体や教委等におい 

て必要な取り組みを実施 

→ 一部実施 （48.1%/44.6%） 

  

 

⑤調査・統計等への回答等 

・事務職員等対応の指導 

→ 一部実施(25.9%/31.3%) 

 

⑥児童生徒の休み時間におけ

る対応 

・地域人材等の協力 

→ 未実施 (0.0%/4.5%) 

 

⑦校内清掃 

・地域人材の協力や民間委 

 託等 

→ 未実施 (0.0%/15.5%) 

 

⑧部活動 

・部活動指導員や外部人材 

の参画 

→ 一部実施 （88.9%/72.1%) 

※部活動指導員配置(R5) 

 

⑨給食時の対応 

・栄養教諭等連携、地域人材協力 

→ 未実施 (25.9%/21.1%) 

 

⑩授業準備 

・授業準備に支援ｽﾀｯﾌの参画等 

→ 一部実施 (92.6%/68.2%) 

 

⑪学習評価や成績処理 

・学習評価等へ支援ｽﾀｯﾌ参画等 

→ 一部実施 (63.0%/38.9%) 

 

⑫学校行事の準備・運営 

・地域人材の協力や外部委託を 

図るなどの指導 

→ 一部実施 (88.9%/49.1%) 

 

⑬進路指導(就職先資料収集等） 

・事務職員や支援ｽﾀｯﾌ参画･協力 

→ 一部実施 (18.5%/11.4%) 

 

⑭支援が必要な児童生徒・家庭へ

の対応 

・専門スタッフ（ＳＳＳ・ＳＳＷ・特別 

支 援教育支援員等）の参画 

→ 実施済 (100.0%/97.2) 

・国が提言する「３分類(14取組)」の実効性確保に向けた対応策と本市の取組状況 
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（一部抜粋） 
「3分類 14取組」の実効性確保に向けた 

対応策 

本市の取組状況等 

（●現状と課題） 

②放課後から

夜間などに

おける見守

り･補導対応 

･教師の裁量ある時間確保のため、下校後の児

童生徒の対応を警察や地域ボランティア等、学

校･教師以外の主体への移行 

・学校における放課後～夜間(翌朝) 

対応用の留守番電話設置 

●放課後及び夜間に発生する事件･

事故、トラブルには日常的に対応 

③学校徴収金 

 の徴収･管理 

・校務において事務職員が一括管理する方法等

により教師が関与することがない仕組みの構築 

・教育委員会の権限において、徴収管理等を積

極的に教育委員会の事務としてできないか 

・学校給食費を公会計化（Ｒ５） 

●学用品費等校納金徴収は学校教師 

または学校事務職員が対応 

●学校事務職員業務の負担増加 

→学校事務職員(市雇用）未配置 

⑥児童生徒の 

休み時間に 

  おける対応 

・地域ボランティアやスクールサポートスタッフの

活用、教師同士の輪番制の導入等で教師負担

を軽減する取組の推進 

●子どもたちに事故がないよう安心･ 

安全な見守り体制を構築する必要 

がある 

⑦校内清掃 

・教師が行う清掃は、授業等に付随して行う清掃 

の範囲にとどめ、輪番制導入や隔日実施、スク 

ールサポートスタッフの活用等をはじめ、地域 

ボランティアの参画や民間委託等でできないか 

・学校運営協議会等での協議を踏まえた地域学

校協働活動の一環としての環境衛生活動実施 

・ＰＴＡ奉仕作業の実施(運動場） 

●清掃活動は、基本的生活習慣形成

や奉仕の精神育成など教育課程

上、特別活動に位置付されている 

●スクールサポートスタッフ(１３人)を配

置しているが、消毒作業など一部対

応に限られる 

●民間委託の場合、財政負担が伴う 

⑧部活動 

・地域連携・地域クラブ活動への移行(原則週末) 

に向けて改革推進期間（Ｒ５～７）に取組を進め

ていく 

→教師以外の担い手となる部活動指導員配置 

・部活動指導員配置(６人/Ｒ５) 

→段階的に５７部活動を拡充予定(現 

状は土日のみの対応） 

→部活動地域移行協議会設置(Ｒ５） 

●部活動指導者確保及び財政支援 

●部活動指導者制度（身分保障等） 

の制度設計のあり方 

⑨給食時の 

対応 

・学級担任の業務支援のために、給食の準備や

片付け等の給食指導に地域ボランティア等の

人材を活用できないか 

●食の安全管理、アレルギー等のある 

児童生徒の対応は、地域ボランティ 

アの活用は困難 

⑭支援が必要

な児童生徒 

家庭への対

応 

・教師の負担軽減(不登校･特別支援教育･ＩCT 

教育など)を図るため、教師以外の対応の担い

手となる支援スタッフ配置等の拡充を図ることが

できないか 

・学校で解決が難しい過剰な苦情や不当な要求

に、行政の責任で対応する体制構築をできな

いか 

・スクールソーシャルワーカー配置(２人) 

・スクールカウンセラー(全学校対応） 

・特別支援教育支援員配置(２３人) 

・生徒指導に係る教育委員会支援 

●支援の必要な児童生徒（不登校・特 

別支援教育）の急増 

●生徒指導や教育委員会対応が急増 

※学校ＤＸ 

⑩授業準備 

⑪学習評価や 

成績処理など 

・授業準備等は、教師しかできないが、学校ＤＸ

の推進により、効果的･効率的な授業準備が可 

能となっており、ＩＣＴ活用推進と意識改革を図 

っていくべきではないか 

・校務支援システム・デジタル教科書・ 

デジタルドリル等の導入・活用支援 

・教育研究所等のＩＣＴなど授業支援 

●採点用アプリの導入など、学校ＤＸ 

が全国的にも推進されている 
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協 議 

 ・ 教職員の働き方改革について「３分類の取組」を保護者や地域、個々の教職員に 

浸透・徹底させていくには、どのような取組が必要か 

 

 ○３分類の取組(日向市において今後取組を進めていく必要のある項目） 

・支援が必要な児童生徒･家庭への対応（学校で解決が難しい過剰な苦情や不当な要求など含む）     

・学校ＤＸ（授業支援･学習評価･成績処理など）対応     ・部活動 

・学校徴収金の徴収･管理                            ・放課後･夜間の見守り等   

・給食時の対応                            ・校内清掃 

・児童生徒の休み時間における対応  

 

 

 協議メモ 

 

 


